
〇全国的な少子化
〇東日本大震災及び原発事故 ➡ 教育上の様々な課題の顕在化が懸念

子どもたちに、より適正で魅力的な教育環境を提供するため「南相馬市公立学校適正化計画」を策定

平成３０年５月に市内小中学校の「望ましい適正化基準」（１学級の児童生徒数及び１学年の学級数）を整理

子どもたちは、義務教育における集団
生活を通して、社会性・協調性などを
培いながら成長するもので、切磋琢磨
する環境が必要である。

各学年複数学級で、多くの教員と触れ
合うことで、子どもの個性や持ち味な
どが発揮され、潜在的能力や可能性を
伸ばす環境が必要である。
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１ はじめに

２ 計画策定の趣旨等

合意が得られた地区ごとに、具体的な
再編時期等を示す「地区再編計画」を
策定。

３ 市内小中学校の現状

保護者・地域住民の合意

●市内児童生徒数及び各学校児童生徒数推移
※毎年度５月１日時点の児童生徒数

４ これまでの検討経過

重要

市内児童生徒数の著しい減少に合わせて、
各学校の小規模化が進行しており、多くの
学校で５割以上の児童生徒が減少している。

●適正化検討委員会での協議
〇協議内容
・市内小中学校の現状把握
・アンケート調査結果分析
・先進地視察
・望ましい適正化基準の検討
・統合モデルの検討

〇構成メンバー
・学識経験者 ・ＰＴＡ、
・地区の代表など

●アンケート調査等の実施
〇適正化のアンケート
（保護者、一般市民、教職員）
〇児童生徒の通学状況調査
〇小学校クラブ活動調査
〇中学校部活動の調査
〇区域外就学状況調査

５ 市内児童生徒数等の将来推計（１）

●児童生徒の平成３５年度推計 ●児童生徒の将来推計 ３０年後、子どもの人数 約１０％減少

南相馬市公立学校適正化計画（素案）
～地域の未来を創造する子どもたちのために～

平成３０年〇〇月
南相馬市教育委員会事務局 【概要版】

市内小中学校の
小規模化が進行

➡ 切磋琢磨を通じての能力が十分に培われない

〇学習指導要領の改訂
主体的・対話的
による深い学び

➡ 一定の学校規模を確保する必要

市内小中学校適正化
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●各学校における平成３５年度推計結果

６ 望ましい適正化基準

＜小学校＞

＜中学校＞

７ 学校適正化の具体的な方策（１）

５ 市内児童生徒数等の将来推計（２）

●望ましい適正規模（学校の規模）

●望ましい適正配置（通学距離）

●適正化を検討する対象校

・上記のうち、
今後も小規模化が進行する学校

→「優先対象校」

・６の適正化基準を満たさない学校

→「検討対象校」

●地域別の検討対象校及び優先対象校

平成３５年度の居住データ推計に基づき、
検討対象校等を定める。

●適正化計画策定における基本的な考え方

（１）児童生徒の教育環境を最優先とする
（２）保護者や地域住民の意見への配慮
（３）小高区復興の促進

アンケート調査結果等の分析

児童生徒の教育環境視点での検討

望ましい学校の適正基準

●１学校あたりの望ましい児童生徒数



７ 学校適正化の具体的な方策（２）

☆適正化の組合せの検討

●２校組合せの見取り表(隣接する学校や隣接しない学校の状況把握)

●原町区内検討対象校と隣接校との統合

適正化の手法

①学校統合

・学校統合による適正規模化を図る。
・上記がＮＧ→通学区域見直し検討。

②小中一貫教育導入

・小中一貫教育（義務教育学校）導入

・小中連携、接続の改善など

☆統合モデル

＜小学校＞

・地域別の検討対象校等を統合により適正化を図る。

・基本的に３区毎にモデルを想定するが、参考として中学校は３区枠を超えてモデルを想定

・小学校統合後の学区が中学校学区と同程度になる地域は、小中一貫教育の導入を推進

〇小高区



〇鹿島区

〇原町区

７ 学校適正化の具体的な方策（３）



８ 学校適正化の実施手順７ 学校適正化の具体的な方策（４）

９ 新たな教育制度導入の取組み

基本的な学校適正化の実施手順は、次のとおり
とし、保護者や地域住民の皆様に対して丁寧な
説明を行うとともに、これら方々の合意に基づ
き進めます。

（１）小中一貫教育（義務教育学校）導入の取組み

（２）小規模特認校制度導入の取組み

→異学年交流の幅を広げ、人間関係づくりやコミュニケーション能力を育成
→中１ギャップの解消、教員の効果的な配置（教科担任制やティームティーチング）

→小規模学校で豊かな人間性を培い、体力つくりを通じて心身の健康増進を図る

→児童一人ひとりの個性に応じた指導を希望する保護者・児童に通学区域外からの通学を認める

（３）特色と魅力のある教育環境整備の取組み

→上記（１）や（２）の導入に合わせるなど、高等教育機関や各団体との連携を強化

→特に、小高区内は、小高小中学校の区域に集中する幼保小中高との連携を強化

＜魅力と特色のある教育プログラム分野＞ スポーツ・芸術文化・医療・外国語・ＩＣＴ など

１０ 適正化に伴い配慮すべき事項

通学路・通学距離関連 地域コミュニティ
児童生徒・保護者の

不安解消
学校跡地の活用

通学路の安全確保策と
遠距離通学への支援策
の構築

地域意見を尊重しつつ
地域のコミュニティ活
動の支援策の構築

統合前の事前交流や適
切な教職員配置により
学校運営等を円滑にす
る施策の構築

利活用策について地域
の意見を参考に、全市
的な観点で検討

※参考 中学校同士の統合パターン


